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  ますます多忙化する学校現場にあって、生徒たちの成長を願い、日々の教育実践に努力されている教職員のみなさんに敬意を表します。
　特に、教職員評価システムが実施された昨年からは、生徒のことや授業のことを考える時間がますます割かれていいます。近年の学校現場への思慮を欠いた財界主導の教育改革は膨大な雑務を学校に持ち込みました。財界はさらに、義務教育の校区制の廃止やバウチャー構想（教育クーポーン券制）で公教育の縮小と民営化をねらっています。また、文科省の進める「顧客満足度」による学校評価はこれまで公教育が果たしてきた役割を根底から破壊してしまう危険性があります。我々教師は、目の前の雑務に追われる中にあっても、立ち止まって学校や教育を見つめ直す必要があると思います。
　昨年、2006年教育基本法が成立しました。財界が出した「義務教育改革についての提言」従って、①学校選択制の全国的導入　②学校評価（含教員評価）③教育の受け手の選択を反映した学校への予算配分（バウチャー制）、の３点を基本にした政策が進められるでしょう。しかし、この改革は子どもたちの“苦境”をつくりだし、学校を荒廃させていくのは必死であります。私たち教職員には学校の状況を悪化させない取り組みが求められます。
　新自由主義の“差別選別と競争”とは対極にある“平等と共同の学習”を基本とする１９８０代からのフィンランドの教育改革は習熟度別授業をも廃止し、学級定員も２４人まで、多様な生徒が互いに学び合う場として授業を位置づけ、世界も羨む成果をあげています。教育基本法が活かされていたなら日本もそうなっていたはずです。
　これからは世界に誇れる日本国憲法と、その理念の実現を目標とする47年教育基本法、ユネスコの学習権宣言と子どもの権利条約を基本とした教育が求められます。
　教研の基本目標は「憲法と教育基本法に基づき、平和を守り真実を貫く国民教育の確立」です。その基本目標をしっかりと捉え、情勢に一喜一憂することなく、生徒たちとともに教育実践を造り上げていきましょう。
　この一年間の教育実践が実り多く、そして教研集会でその交流できますよう訴えて、発足のあいさつと致します。
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日々の教育実践ご苦労様です。
さて、昨年12月教育基本法改悪を強行した安倍･改憲政権は､憲法施行60周年の節目の年「５年以内に憲法改正をめざし、『国民投票法案』を今通常国会で成立させる」と公言し4月13日衆議院での強行採決を行い、即日参議院へ送られました。
「憲法と教育を参院選の争点にする」と執拗に公言し、大義なきイラクヘの自衛隊派遣の延長、海外派遣の恒久法の目論みなど憲法の空洞化を一層進行させていいます。憲法改悪のねらいは、「集団的自衛権の否定」まで踏み込み、第９条を変えアメリカに追随し、戦争のできる国にしようとしていることは明らかです。
一方、「改悪教育基本法」を具体化する動きも始まっています。３月30日、教育関連３法案が国会に上程されました。それは、義務教育の目標に「国を愛する態度」を入れるための「学校教育法改定案」、教員免許を更新制にして国や教育委員会の言いなりの教員をつくりための「教員免許法改定案」、国が地方教育委員会に指示・命令できるようにする「地方教育行政法改定案」の三つの案を内容とするものです。
教育関連３法案は、3月11日の中央教育審議会答申を受けたものの答申そのものが２月６日の審議開始からわずか１ヶ月という、現場の声を聞かず強引なまでのスピードで仕立てられたところにその本質が露呈しているといえます。あらかじめ「決められた結論」に向かって、何が何でも今国会で成立させようという、政治日程優先で進められています。
このような流れと軌を一にするかのように3月30日、文科省は、沖縄戦における集団死・「集団自決」について「日本軍による自決命令や強要があった」とする５社、７冊に対し「沖縄戦の実態について誤解する恐れのある表現」として修正を指示し、日本軍による命令・強制・誘導等の表現を削除・修正させたことが明らかになりました。
沖縄戦における「集団自決」については、第３次家永教科書裁判の最高裁判決においても、「集団自決の原因については、日本軍の存在とその誘導」かつ「一律に集団自決と表現したり美化したりすることは適切でない」と明確に指摘されているにも関わらず、再び文科省は１９８２年の過ちを繰り返そうとしています。
私たちは、この検定結果が沖縄戦の実相を歪めるものであり、戦争の本質を覆い隠すもので、沖縄の未来を担う子どもたらはおるか、日本全国の子どもたちにこのような内容の教科書がわたることを絶対に許すことはできません。
このような情勢の中で行われる支部教研発足集会は、「改悪教育基本法」の実働化の動きや「憲法改悪」を許さないためにも「教研運動の意義」を確認し強化発展させなければなりません。今日ほど私たち教職員一人ひとりが自らの実践や「教研」そのものの意義が問われている時代はありません。
本日の発足集会が各分科会の課題や具体的な任務分担、そしてなによりも10月の支部教研へと繋ぐ重要な集会となっています。活発な推進集会となることを期待しています。
第40次教研の発足にあたって
一、教研集会の意義
　私たちの教育研究集会も今次で40回目になります。この間、私たちは教研活動を通して教育の抱える今日的課題に取り組み、お互いの力量を高めてきました。
　教研の基本目標は、「憲法と47年教育基本法に基づいて、平和を守り、真実をつらぬく民主教育の確立」です。この目標は、戦前の教師が軍国主義教育の担い手であったという痛苦の反省に立ち、平和と民主主義、そして教育の自主性こそ、教育の基礎にすえなければならないという自覚と決意のもとに設定されたものです。
　財界の戦略を重視した文部科学省の諸政策は、豊かな人格の形成という教育本来の目的とはおおよそかけ離れたものであり、私たちは、いまあらためて「教育は誰のために、何のためにおこなわれるものなのか」を問い直す必要があります。国民が人間らしく生きるのに必要な権利としての教育はどうしたら実現できるのか。子どもたちの可能性を開花させることのできる教育とは何か。教育の公共性とは何なのか。教研集会は、そのような視点からお互いの実践を持ちより、その成果を生かしていく場でなければなりません。
二、教育をめぐる現状
　1985年に財界は、人間を「天才」「能才」「凡人」「非才」に類型化し、能力別の「棲み分け」型の競争の導入を提唱しています。こうした財界の意向をうけた文部科学省は、人格の点数化といわれる『新学力観』まで作り出し、多様化路線を全国的に押し進めています。この結果、学校現場では基礎学力の保障・回復にじっくり向き合うのでなしに、煩雑化した選択制やコース制の運営に忙殺されているのが現状です。さらに加えて、2006年度から施行された「教職員評価システム」は本来生徒たちに向かうべき学校のエネルギーを膨大に浪費してしまう危険性を孕んでいます。
　さらに財界は2006年４月１８日、①学校選択制の全国的導入　②学校評価（含教員評価）③教育の受け手の選択を反映した学校への予算配分（バウチャー制）、の３点を基本にした「義務教育改革についての提言」を出しました。そして、就任した総理大臣は積極的に取り組む発言をしています。しかし、そうした新自由主義の教育改革は諸外国で事態を急激に悪化させてしまった歴史があります。イギリスのサッチャー改革では１９９２年教育水準局が学校監査を始めると学校評価を下げる生徒の退学が急増し、義務教育を修了できない子が８％に上り、ニート問題に繋がりました。 子どもたちの“苦境”をつくりだす現在の教育改革がますます学校を荒廃させていく危険性があります。
　また、諸外国にはない日本独自の問題点として、教育の戦前回帰（軍国主義復活）の動きがあります。人間の尊厳に立脚した戦後の教育理念を廃し、教育の国家統制で国家に従順な人づくりが教育の目的だと主張する風潮が出てきています。先取りといわれている東京の学校状況に対し、９月２１日、東京地裁は教育行政による不当な支配に該当し違法と判示しました。教育の自由のぎりぎりの歯止めとしての教育基本法１０条の法効果を示したのでした。しかし、昨年１２月には2006年教育基本法が成立しました。今後、新自由主義的改革によって教育現場をさらに荒廃させていくでしょう。　
　しかし、私たち教職員は子どもたちの未来に展望がもてます。新自由主義の“差別選別と競争”とは対極にある“平等と共同の学習”を基本とする１９８０代からのフィンランドの教育改革は習熟度別授業もを廃止し、学級定員も２４人まで、多様な生徒が互いに学び合う場として授業を位置づけ、世界も羨む成果をあげています。47年教育基本法が活かされていたなら日本もそうなっていたはずです。
　教育の条理を踏み外した2006年教育基本法は早い時期に改正する必要があります。
三、生徒と父母の要求に根ざした教育を！
　学校現場はコンピュータに向かう雑務や多発する問題行動に振り回され、じっくり話し合うゆとりが失われてきました。教師の多忙化にますます拍車がかかることになった「総合的な学習の時間」の設置、教職員評価システムなどによる負担の増加は教材研究の時間を圧迫しています。教育環境の整備を伴わない発展学習のすすめなどは教育制度の面でますます困難な状況を作り出しています。さらには理解できずにやり残してきた学習内容に押しつぶされそうな子どもたちを指導する時間の確保も益々難しくなってきています。
　しかし、私たち教師が子どもたちの「わかりたい」「みんなと一緒に頑張ってみたい」という願いを真摯に受けとめた指導ができるのであれば、子どもたちはいかなる困難な状況にあっても目をみはるような力を発揮するものです。このことは教研によせられた数多くの実践が示しています。私たちが今なすべきことは、彼らのすぐれた力を自覚させ、彼らに自信を与えることではないでしょうか。
　以上のことを踏まえ、次の２点から日頃の教育実践を見据える必要があります。
　まず第１に、自然や社会についての基本的事実や法則、真理・真実や技術を発達段階に即してすべての生徒が身につけるためには、私たち教師は「どんな教材をとりあげればよいのか」と、絶えず考え、すぐれた教材を精選しなければなりません。そのためには、教育活動の原点である授業をいま一度見直し、親切で丁寧な「楽しくわかりやすい授業」を創り出すことに全力をあげる必要があります。
　第２に、民主主義社会の形成者として互いの人権を尊重し、自由とそれに伴う責任の重さを学ぶ機会がどれだけ学校にあるのか。はたして学校は人間としての成長と友情を育む場になっているのか。こうした問いかけを常に投げかけ、将来の主権者である子どもたちに相応しい教育は何なのかを父母や地域とともに議論を深めていかなければなりません。
四、おわりに
　戦後日本の教育の歩みを振り返ってみると、日本国憲法とそれに立脚した47年教育基本法がもつ「人間の尊厳に立脚した普遍的教育理念」は、軍国主義教育復活の動きにたいする歯止めとして大きな役割をはたしてきました。これからは世界に誇れる日本国憲法と、その理念の実現を目標とする47年教育基本法、ユネスコの学習権宣言と子どもの権利条約を基本とした教育をめざし、子どもたちの幸せと世界の平和を築ましょう。
　どんな時勢であっても、豊かな教育をするには、教師自身・生徒一人一人が豊かになることが必要です。そして、生徒・教師が互いに信頼しあえる学校を創っていかなければなりません。そのためにも一人ではなく多くの仲間と語りあえる教研を役立てましょう。これまで以上の成果を上げ、伝統ある教研をゆるぎないものにしていきましょう。
